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神戸ひきこもり支援室

～ひきこもりは、個人の問題ではなく
社会全体で取り組む課題です～

ハヤ ク オー エン

令和4年6月10日
第１５９回 市町村職員を対象とするセミナー

神戸市福祉局ひきこもり支援室
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ひきこもり支援室 開設の経緯

（件）

630 659 

749 

273 

0
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H28 H29 H30 R1～6月

ひきこもり地域支援センター相談件数
※平成21年10月設置 （NPO法人委託事業）

見込み
1,092件

・8050問題等への社会的関心
の高まりにより、令和元年
度の相談件数が、前年比
約５割増加

・令和元年4月、神戸市に関係
部署や市民・地域団体など
をつないで課題解決に導く、
「つなぐ課」を設置。市長
から、「ひきこもり支援策
検討」の課題提示があった。
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ひきこもり対象者数の推計

15～39歳は、H27年度調査
40～64歳は、H30年度調査

市内のひきこもり 約6,600人（推計）

15～39歳 40～64歳

対象人口 約3,445万人 約4,235万人

出現率 0.51% 0.87%

推計数 約17.6万人 約36.5万人

15～39歳 40～64歳

対象人口 約40.9万人 約51.3万人

推計数 約2.1千人 約4.5千人

●内閣府の調査によると

●これを神戸市人口に換算すると
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乳幼児・青少年期 高齢期若者・壮年期

～18歳未満 18歳～44歳 4５歳～64歳

【精神医療保健】医療機関、精神保健福祉センター

【福祉】

・保健福祉課（区） ・障害者相談支援センター

・障害者地域活動支援センター ・発達障害者相談窓口

・更生相談所 ・精神通院医療

【就労】しごとサポート（障害者就労相談等）、就労継続支援事業

【精神医療保健】医療機関

【福祉】

・児童相談所

・福祉事務所

・更生相談所

【教育】青少年育成セン

ター(教育支援センター等)

【教育】

・学校

・フリースクール

・スクールカウンセラー

・スクールソーシャル

ワーカー

【就労】

・ハローワーク

・ワークサポート

・若者サポートステーション

・就労準備支援事業

【その他】居場所（イン

フォーマル含む）

【就労】

・ハローワーク

・ワークサポート

・就労準備支援事業

【その他】居場所（イン

フォーマル含む）

・地域包括
支援センター

【福祉】くらし支援窓口（自立相談支援事業）（区）、地域福祉ネットワーカー（区）
【精神医療保健】保健センター（区）

ひきこもり支援
の連携拠点が
必要

ひきこもりに関する主な相談機関

ひきこもり地域支援センター

支援
機関
移行

所属が
なく
なる

医
療
や
障
害
に
関
す
る
特
別
な
支
援
の
必
要
性

あ
り

な
し
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神戸市ひきこもり支援施策検討会
概 要

１ ワンストップ窓口で切れ目のない支援を

相談・支援のプラットフォーム

ひきこもり相談の総合支援拠点

２ ネットワークによる支援

３ 多 様 な 社 会 参 加 に 向 け て

４ 支援者の育成

５ 情報発信・啓発

神戸市のひきこもり支援
～神戸市ひきこもり支援施策検討会の実施～

ひきこもりは個人の問題ではなく「社会的孤立」と
いう社会的課題。市民や事業者との協働のもとに
全市的に取り組むべき。

５

つ

の

提

言

理
念

１．設置目的
多様な課題を抱えるひきこもり状態にある方及びそ
の家族等に対する相談機能の充実、さらなる支援策
の検討及び潜在的なひきこもり者への啓発等につい
ての検討を行うことを目的とする。

２．開催状況
第１回 令和元年８月23日（金）
第２回 令和元年10月8日（火）
第３回 令和元年12月6日（金）
第４回 令和２年１月21日（火）

３．委員（＊座長）

提言 概要

区 分 氏 名 役 職 等

学 識
経験者

＊松原 一郎 関西大学社会学部 教授

船越 明子 神戸市看護大学看護学部 教授

関 係
機 関

近藤 誠宏 神戸市医師会 副会長

羽下 大信 兵庫県臨床心理士会 会長

北岡 祐子 兵庫県精神保健福祉士協会 会長

支 援
機 関

髙宮 静男
たかみやこころのクリニック 院長

（神戸市教育委員会不登校事例検討会専門委員）

佐伯 隆義 こうべ若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ 総括ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

岸田 耕二 社会福祉法人 すいせい 理事長

飯島 久道 神戸市社会福祉協議会担当局長

家族会 藤本 圭光 ＮＰＯ法人 神戸オレンジの会 理事長

「神
戸
ひ
き
こ
も

り
支
援
室
」は



66神戸市看護大学看護学部 船越明子教授 作成
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神戸ひきこもり支援室の開設

令和2年2月3日（月）

月曜~金曜日 9：00～17：00

（土日祝日，年末年始を除く）

【電 話】 ハヤ ク オ― エン

♯ ８ ９ ０ ０
つながらない場合 078－361－3521

【Eメール】hikikomori_shien@office.city.kobe.lg.jp
【来 所】総合福祉センター１階 (中央区）、 【オンライン】

・市職員３名 相談員６名 計９名（社会福祉士、精神保健福祉士、保健師）

（他 非常勤嘱託精神科医師 １名）
・分室（委託） 相談員１名（公認心理士）

開 設 日

受 付 時 間

受 付 方 法
総合福祉センター

支 援 体 制
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神戸ひきこもり支援室の役割

〇一次相談窓口・総合支援拠点

〇連携体制づくり・連携支援

〇支援者育成

〇支援機関の情報集約

（出典：ひきこもり支援の諸段階「ひきこもりの評価・
支援に関するガイドライン」より）

出会い・評価段階

個人的支援段階

中間的・過渡的な
集団との再会段階

社会参加の
試行段階家族支援、

（当事者への個人療法）

個人療法、家族支援

集団療法、居場所の
提供、個人療法、
(家族支援）

就労支援、集団療法
居場所の提供、(個人
療法)

ひきこもり支援室
（個別相談支援、専門チーム派遣、家族教室、就
労支援、学校担当SW配置 等）

分室（旧 ひきこもり地域支援センター ラポール）
（継続相談、居場所の提供、サポーター派遣 等）

各区くらし支援窓口・地域福祉ネットワー
カー・保健福祉課（精神保健福祉相談
等）、障害者相談支援センター、地域
包括支援センター、スクールソーシャル
ワーカー 等

段階に応じた

伴走型支援

連携

ケース検討
（支援会議）
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神戸ひきこもり支援室及び地域支援センター相談件数

（件）

630 659 
749 

1,450 

2,000 

2,418 

0
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1,000
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2,000

2,500

H28 H29 H30 R1 R2 R3

うち家族から
1,363

ひきこも
り相談の
約6割はご
家族から

開設前の

約3.2倍

うち家族から
548

うち家族から
492

うち家族から
1,319

うち家族から
1,015

うち家族から

478

※令和元年度2月にひきこもり支援室開設
（令和元年度1月まではひきこもり地域支援センター委託事業）
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神戸ひきこもり支援室 相談実績 （その１）

（令和2年2月3日～令和4年3月31日）

相談日数 525日間
平均対応件数 約8.3件／日

〇初回相談実数 〇初回相談者〇相談件数（延べ）

※家族からの相談が約7割

再掲）オンライン相談
12件

種別 人数 割合
電話 679 62.5%
来所 358 33.0%
訪問 9 0.8%
メール 40 3.7%
合計 1,086 100.0%

種別 人数 割合
本人 205 18.9%
親 700 64.5%

きょうだい 78 7.2%
その他親族 39 3.6%
支援機関 49 4.5%

その他 13 1.2%
不明 2 0.2%

合計 1,086 100.0%
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神戸ひきこもり支援室 相談実績累計 （その２）

（令和2年2月3日～令和4年3月31日）

〇対象者性別
（メール相談除く）

〇対象者年代
（メール相談除く）

〇ひきこもり期間

性別 人数 割合
男 800 73.7%
女 275 25.3%
不明 11 1.0%
合計 1,086 100.0%

年代 人数 割合
10代以下 141 13.0%
20代 267 24.6%
30代 291 26.8%
40代 220 20.3%

50代以上 136 12.5%
不明 31 2.9%

合計 1,086 100.0%

人数 割合
127 11.7%
72 6.6%
172 15.8%
92 8.5%
162 14.9%
330 30.4%
131 12.1%

1,086 100.0%

期間
～６か月

６か月～１年
1年～3年未満
3年～5年未満
5年～10年未満
10年以上
不明

合計
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初回相談者別相談内容 （主な相談内容・複数回答）

（その３） （令和2年2月3日～令和4年3月31日）

割合

26%
17%
15%
3%

どうしたらいいのかわからない、とにかく相談したい

本人からの相談(上位）
社会復帰したい、就労したい

自立したい、ひきこもりから抜け出したい
外出が怖いなどの精神的な相談

割合

30%
15%
15%
11%
2%

今後のことが不安、家族亡き後が不安
どうしたらいいのかわからない、とにかく相談したい
治療を受けてほしい

家族からの相談(上位）
本人にどう働きかければよいか
働いてほしい、働く意欲をもってほしい

件
件

件
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「神戸ひきこもり支援室」の取り組み （その１）

区定期相談会

☛本人及び家族が来所相談しやすいように、より身近な場所である区役所
での相談会を各区概ね月2回程度実施

専門職チームの派遣

☛ひきこもり状態にある方の中には、精神医療とつながることによって、状態が改
善されることがあるため、精神障害の疑われる未受診の方のうち、緊急あるい
は重篤な方に対して、精神科医師・精神保健福祉士・社会福祉士等からなる専
門職チームを派遣し、精神疾患の診断や治療の必要性について見立てを行い、
必要に応じて治療への導入を図る。

家族教室

☛ ひきこもりを理解し本人への対応を学ぶ家族教室と家族同士の交流会を

月1回開催。また、家族教室修了者のうち希望者が、家族の居場所に参加



1414

「神戸ひきこもり支援室」の取り組み （その２）

学校担当ソーシャルワーカーによる支援

☛ 中学校卒業後や高校中退後も切れ目ない支援が継続できるよう、

ソーシャルワーカーを配置して、中学在学中から学校・スクールソーシャル
ワーカー等と連携した支援を実施。（学籍があるケースを支援）

就労支援の実施

☛ 本人就労のためのアセスメントを行い、どのような分野の就労に適正があるか

推定し、試行的な就労を含めて就労支援を行う。

分身ロボット（Orihime）を活用した居場所参加支援

☛ 居場所参加に戸惑いのある本人が、自宅等からＰＣやスマートフォンを

使って分身ロボットを操作し居場所に参加。
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「８０５０」支援

〇市内の介護支援専門員対象に「ひきこもり状態にある方の
相談・支援に関するアンケート調査」を実施
（R３.10.20～11.19オンライン調査）

＜調査結果＞ 回答数 115（回収率12.8％）
・介護支援専門員の 33％が同居者のひきこもりを把握
・ひきこもりを把握した介護支援専門員のうち 37％は
ひきこもり支援室など相談窓口につないでいない。

・今後の8050世帯への支援において、「ひきこもり支援室
との連携方法の明確化」「家族向けひきこもり理解の
パンフレット」「支援者用社会資源一覧の作成などの
希望があった。

➡調査結果を踏まえ、令和4年度取組予定
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ひきこもり支援室相談結果（令和3年度末現在）

〇全体
相談実人数 ７７５人
①継続支援 ２３９人(31％) うち本人支援 ６４人
②相談終了 ５３６人(69％)
内容：相談内容解決、様子を見る、問合せ情報提供

※全相談のうち約5割（継続支援と解決の割合）を継続支援

〇再掲 学校担当SWによる支援
相談実人数 ９９人
①継続支援 ５９人(60％)
小学生 ４人、中学生 １９人、中卒後無所属 ５人、高校生 １１人、

高中退後無所属 ３人、高卒後無所属８人、大学生 ９人
※対応後に変化 ２２人(37％) 学校等と協議・役割分担大切

②１回の電話相談で終了等 ４０人(40％)
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「神戸ひきこもり支援室」設置後の取組と課題

令和元・２年度 令和３年度 令和４年度

方向性 取組み 追加した取組み 追加した取組み

ワンストップ
窓口

ネットワーク
支援

多様な社会
参加

支援者の
育成

情報発信
・啓発

※課題 窓口啓発・役割周知
多様な社会参加
コロナ禍でのICTを活用した支援
8050世帯親なき後への不安対応

関係機関別連携方法
ケアマネジャーとの連携による050
支援
就労復学後の定着支援
当事者の居場所

8050家族教室区役所相談会

専門職チーム派遣

家族教室

ひきこもり支援連絡会

雇用・就労庁内PF学校担当相談員の配置

支援会議の実施

就労支援

市区単位の関係機関研修会
（民生委員、地域包括支援C等）

分身ロボットによる居場所参加

オンライン面談

ケアマネジャーアンケート調査

駅舎デジタルサイネージ等

ケアマネジャー研修会

当事者の居場所
（リアルとデジタル）

定着支援

家族の居場所

超短時間雇用

区社協生きが
い・やりがいづ
くりの居場所

区国保窓口にチラシ設置

関係機関研修会での
連携事例紹介

農業体験（民間）

兵庫県ポータルサイト 国ポータルサイト

支援マップの作成

：既存・他機関事業

障害者地域活動支援センター
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